
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
○財政力指数
　地方交付税法の規定に基づき算定した基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３ヵ年の平均値で、地方公共団体の財政力を
示すもの。　数値が高いほど財政的に豊かであるといえるが、当市の場合は、市税収入が減少している中、国の交付税制度見直しの影響で、平成１
６年度には普通交付税が不交付となり、財政力指数は単年度で1.034であった。
○経常収支比率
　歳入は地方交付税が減少し、歳出は将来的な見地から平成１６年度に予定していた平成７年度の減税補てん債の借換債約６億円の発行を行わな
かったことや扶助費の増加等によって、全体で、前年に対して約８．８％の大幅な増となった。
　なお、平成１６年度の特殊要因である平成７年度の減税補てん債の借換債の発行を行わなかったことによる影響は、およそ４．６％の上昇となってお
り、この要因を除くと類似団体平均値よりも低い９２％程度であった。
○起債制限比率
　分子である公債費充当一般財源が、上記の特殊要因によって、全体で約５億４千万円増加となった。このため平成１６年度の単年度比率が上昇し
た影響で、前年度に対し約２．６％の大幅な増となった。
○人口１人当たり地方債現在高
　当市は、類似団体平均よりは低水準ではあるものの、新住宅市街地開発事業区域（千葉ニュータウン）関連の地方債残高が大部分を占めているこ
とから、今後も中長期的な視野に立ち、地方債の残高管理に努めていく。
○ラスパイレス指数
　現行の年功的な要素が強い給料表の構造により、高齢層職員の指数が高いため、全体数値を引き上げている。今後、こうした年功的な体系を見直
し、職務・職責に応じた構造への転換を図る観点から、職務の級間の給料表水準の重なりの縮小、標準昇給額の圧縮などの措置を講じることにより、
ラスパイレス指数の低下を目指す。
○人口１，０００人あたり職員数
　現在、類似団体平均を下回ってはいるものの、千葉ニュータウン事業や平成８年４月１日市制施行への対応などによる採用増により、定員管理調査
における定員モデル職員数を超過している状況にあることから、職員の年齢構成を考慮しながら、採用を退職者数の半数程度に抑制するなどして、
定員管理の適正化を図り定員モデル超過数の解消を目指す。


